
１　法人の名称等

２　法人の設立目的等概要

３　組織概況

⑴　理事・監事（取締役・監査役）
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注） 県職員：職名で表示。なお、常勤の場合は、派遣時の県における職名、非常勤は県の現職名。
会社法法人の場合：理事→取締役、監事→監査役

電話番号

理事長　屋宏典

企画部科学技術振興課 098-866-2560

-

沖縄県うるま市州崎１２－２　沖縄県工業技術センター ３階

公益財団法人　沖縄科学技術振興センター

左
の
内
訳

常勤

県派遣 0人 

0人 
非常勤

県職員 2人 企画振興統括監 非常勤

沖縄県公社等外郭団体の概要調書

平成8年10月15日

理
事
・
取
締
役

3人 

左
の
内
訳

常勤

県派遣 1人 

県
職
員

の
状
況

職名

その他 0人 所長（沖縄県工業技術センター） 非常勤

0人 企画部参事 常勤

その他

監
事
・
監
査
役

2人 

（令和７年７月１日現在）

（令和７年７月１日現在）

県との関係代表者職氏名 勤務形態 非常勤

法人名

所在地

電話番号 098-921-2500

設立経緯
　本県は、我が国唯一の亜熱帯地域、東南アジア諸国等を結ぶ位置にあり、学術・研究分野にお
いて、亜熱帯地域、島嶼地域等の研究や技術協力、学術交流等を通じて、アジア・太平洋地域に
貢献していくことが重要であるとの観点から設立に至った。

設立目的

  亜熱帯地域、島嶼地域等の有する諸問題等に関し、国際的視野に立って学際的、総合的に研
究するとともに、国内外研究機関との共同研究や学術交流、研究機関相互のネットワークの構
築、さらに、産学官共同研究や知的クラスター形成を推進することにより、本県の振興開発のみな
らず、日本及びアジア太平洋地域の学術・研究の振興に寄与する。

主な事業内容

県所管部課名

設立年月日

形態 職名 形態

県OB

区分

県
職
員

の
状
況

職名 形態 公認会計士又は税
理士の有無等県OB 0人 

その他 0人 

公認会計士

その他 2人 形態

有無 有

　この調書は、沖縄県総務部行政管理課が示した様式に法人又は県所管課が記載したものをまとめたものです。法
人に関する内容をより詳しく知りたい方は、直接法人又は県所管課までお問い合わせください。

①地域振興課題及び政策提言等に関する調査・研究事業
②学術会議、セミナー、シンポジウム等の各種催事の企画及び実施
③学術研究に関する広報・研修に関する事業
④産学官共同研究に関する事業
⑤知的クラスターの形成に関する事業

非常勤
非常勤

県職員 0人 



⑵　職員 ※　内訳

注）

その他：県以外からの派遣職員等を含む。

⑶　県派遣職員が行う業務内容

４　基本財産・出資金等の状況 （令和６年度決算値）

⑴　基本財産（資本金） （単位：円） ⑵　主な出資（えん）者等 （単位：円）

注）会社法法人は、内訳は不要

⑶　基本財産以外の基金等の状況 （単位：円）

注）運用財産、基金として管理区分されているものの合計。

５　県の補助金等の額

県の財政支援等の状況（各年度とも決算値） （単位：円）

注）　県補助金等：補助金、交付金、負担金（会費等含む。）で、国等から県を経由し交付されるものも含む。

６　財務状況 （令和６年度決算値）

別紙のとおり

管理職：理事を除く当該法人における課長職以上とする。
※　理事と事務局長を兼務する場合等は理事に含む。

嘱託等：嘱託、臨任、任期付職員、賃金職員（パート、アルバイト
など）等

○専務理事兼所長：理事長の補佐及び、理事長の命に従い、事務局の事務を掌理し、事務局職員を指揮監督する
○総務企画部主幹：公益法人運営（理事会・評議員会）、公益法人会計（予算決算）業務等

その他 0人 その他 1人 

9人 

一
般
職

9人

県派遣 1人 

管
理
職

1人

左
の
内
訳

県職併任 0人 県職併任 0人 

プロパー 0人 プロパー 0人 

県派遣

県OB 0人 県OB 0人 

0人 

1人 

県OB 0人 

県職併任 0人 

プロパー 0人 

その他 0人 

左
の
内
訳

県派遣

嘱託等

167,000,000

167,000,000

嘱託等

8人 

職
員
総
数

10人

左
の
内
訳

2%

比率

100,000,000うち、県出資（えん）金

基本財産（資本金）

現金

預貯金

投資有価証券

土地・建物等

その他

順位

1

2

3

4

5

出資（えん）者
（株主）

100,000,000

出資（えん）金
（持株数）

30,000,000

5,806,000

2,608,000

2,276,000

県補助金等注

令和４年度 令和５年度 令和６年度

内
訳

沖縄県

（財）沖縄農林漁業技術開発協会

那覇市

沖縄市

浦添市

60%

18%

3%

1%

　　うち、県出資（えん）金

基金・運用財産（基本財産以外）

合　計

県貸付金年度末残高

県の債務保証及び損失補償額

県貸付金

県委託金

131,613,140

131,613,140

県出資金

133,565,552 138,051,456

133,565,552 138,051,456



様式8

貸　 借　 対 　照　 表
令和７年３月３１日現在

            (単位:円)

科　　　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ 資産の部

   大）流動資産

      中）現金預金 102,021,480 99,159,987 2,861,493

      中）未収金 50,698,664 47,246,906 3,451,758

      中）立替金 0 117,029 △ 117,029

      中）前払金 272,325 311,561 △ 39,236

流動資産合計 152,992,469 146,835,483 6,156,986

   大）固定資産

    細大）基本財産

　　　　 中）基本財産預金 167,000,000 167,000,000 0

　　　      基本財産合計 167,000,000 167,000,000 0

    細大) 特定資産

　　　　 中）基盤整備特定資産 0 0 0

　　　　 中）沖縄ﾌｧﾝﾄﾞ事業出資金 50,000,000 50,000,000 0

　　　      特定資産合計 50,000,000 50,000,000 0

    細大) その他固定資産

　　　　 中）電話加入権 351,911 351,911 0

             その他固定資産合計 351,911 351,911 0

             固  定  資  産  合  計 217,351,911 217,351,911 0

             資     産     合      計 370,344,380 364,187,394 6,156,986

Ⅱ 負債の部

   大）流動負債

　　 中）前受金 0 0 0

　　 中）未払金 21,107,070 13,598,423 7,508,647

　　 中）預り金 1,894,898 1,615,804 279,094

             流 動 負 債 合 計 23,001,968 15,214,227 7,787,741

   大）固定負債

　　　　　　　　長期未払金 4,442,476 2,862,269 1,580,207

             固 定 負 債 合 計 4,442,476 2,862,269 1,580,207

             負    債    合    計 27,444,444 18,076,496 9,367,948

Ⅲ 正味財産の部

   大）指定正味財産

　　 中）寄附金 167,000,000 167,000,000 0

　　　　　　指定正味財産合計 167,000,000 167,000,000 0

　　　　　　（うち基本財産への充当額） 167,000,000 167,000,000 0

   大）一般正味財産 175,899,936 179,110,898 △ 3,210,962

　　　　　　（うち基本財産への充当額） 0 0 0

　　　　　　（うち特定資産への充当額） 50,000,000 50,000,000 0

       　正味財産合計 342,899,936 346,110,898 △ 3,210,962

         負債及び正味財産合計 370,344,380 364,187,394 6,156,986



様式6

 　　　　  (単位:円)

科　　　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ 一般正味財産増減の部
 １．経常増減の部
　(１) 経常収益
　　　基本財産運用益 456,681 3,409 453,272
　　　　　基本財産受取利息 456,681 3,409 453,272

　　　特定資産運用益 0 0 0
　基盤整備利息 0 0 0

　　　事業収益 145,369,066 140,899,941 4,469,125

　　　　  学術調査研究事業収益 145,369,066 140,899,941 4,469,125

　　　受取補助金等 0 0 0
　　　　　受取国庫補助金 0 0 0
　　　雑収益 1,200 0 1,200

　　　　　雑収益 1,200 0 1,200

      経常収益計 145,826,947 140,903,350 4,923,597

　(２) 経常費用

      事業費 141,699,544 130,726,067 10,973,477

　　　　  役員報酬 1,956,774 1,938,340 18,434

　　　　  給料手当 66,237,362 61,692,013 4,545,349

　　　　  福利厚生費 12,231,782 11,451,136 780,646

　　　　  会議費 147,650 247,184 △ 99,534

　　　　  職員旅費 19,065,952 16,908,235 2,157,717

　　　　  委員旅費 1,853,534 2,108,696 △ 255,162

　　　　  通信運搬費 470,675 366,356 104,319

　　　　  消耗什器備品費 662,374 0 662,374

　　　　  消耗品費 921,912 1,852,021 △ 930,109

　　　　  修繕費 0 2,054,143 △ 2,054,143

　　　　  印刷製本費 406,577 440,220 △ 33,643

　　　　  外注費 0 568,150 △ 568,150

　　　　  燃料費 404,072 412,325 △ 8,253

　　　　  光熱水費 156,341 191,470 △ 35,129

　　　　  使用料及び賃借料 3,747,359 4,703,097 △ 955,738

　　　　  謝金 851,000 974,000 △ 123,000

　　　　  租税公課 8,153,700 7,343,300 810,400

　　　　  支払負担金 3,914,000 3,981,400 △ 67,400

　　　 　 委託費 20,343,460 13,121,281 7,222,179

　　　　　手数料 83,421 95,585 △ 12,164

　　　 　 雑費 91,599 277,115 △ 185,516

正 味 財 産 増 減 計 算 書 
令和６年４月１日から令和７年３月31日まで



科　　　　　　目 当年度 前年度 増　減

      管理費 5,758,158 6,336,812 △ 578,654

　　　　　役員報酬 838,617 830,717 7,900

　　　　　給料手当 336,474 339,684 △ 3,210

　　　　　福利厚生費 870,837 798,150 72,687

　　　　　会議費 22,600 17,100 5,500

　　　　　職員旅費 252,010 50,100 201,910

　　　　　委員旅費 21,680 34,040 △ 12,360

　　　　　通信運搬費 41,140 43,427 △ 2,287

　　　　  消耗什器備品費 220,791 0 220,791

　　　　　消耗品費 178,734 539,019 △ 360,285

　　　　　修繕費 0 684,714 △ 684,714

　　　　　印刷製本費 168,300 0 168,300

　　　　　燃料費 5,502 7,240 △ 1,738

　　　　　光熱水費 52,113 63,823 △ 11,710

　　　　　使用料及び賃借料 530,606 762,957 △ 232,351

　　　　　租税公課 8,110 5,600 2,510

　　　　　支払負担金 142,000 130,550 11,450

　　　　　手数料 2,052,032 1,960,124 91,908

　　　　　雑費 16,612 69,567 △ 52,955

      経常費用計 147,457,702 137,062,879 10,394,823

　　　　　　当期経常増減額 △ 1,630,755 3,840,471 △ 5,471,226

 ２．経常外増減の部

　(１) 経常外収益 0 0 0

　　　　　固定資産受増益 0 0 0

　(２) 経常外費用 1,580,207 1,582,585 △ 2,378

　　　　　投資損失　 1,580,207 1,582,585 △ 2,378

　　　　　　当期経常外増減額 △ 1,580,207 △ 1,582,585 2,378

　　　　　　当期一般正味財産増減額 △ 3,210,962 2,257,886 △ 5,468,848

　　　　　　一般正味財産期首残高 179,110,898 176,853,012 2,257,886

　　　　　　一般正味財産期末残高 175,899,936 179,110,898 △ 3,210,962

Ⅱ 指定正味財産増減の部

　　　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　　　　　　指定正味財産期首残高 167,000,000 167,000,000 0

　　　　　　指定正味財産期末残高 167,000,000 167,000,000 0

Ⅲ 正味財産期末残高 342,899,936 346,110,898 △ 3,210,962


